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１．経営成績・財政状態に関する分析 
（１）経営成績に関する分析 
①当期の経営成績 
                                 （単位：百万円）   

 売上高 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

前 期 18,661 1,028 240 11 円 75 銭

当 期 19,356 1,077 380 19 円 15 銭

 
   当連結会計年度における我が国経済は、昨年 12 月の自民党新政権発足後の経済

政策や日銀の金融緩和による、為替相場の円高是正、株式市場の回復により個人消

費や企業収益に改善の動きが見られる等、国内経済は緩やかに持ち直しつつあるも

のの、欧州の債務問題、中国など新興国の成長鈍化などによる海外景気の下振れや

円安進行に伴う原材料価格の上昇など不透明な厳しい状況が続いております。 
当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、当地区における、

公共工事受注について前年を上回ってはいるものの、景気回復が全般的に浸透して

きているとは言えない中、民間投資についての慎重な姿勢ならびに価格競争が依然

として激しい状況であることは変わりません。 
このような環境のもと、地域密着型の堅実経営を目指し、提案型営業の積極的な

展開により、医療介護・マンション・流通・食品関連及び道路・河川建設工事・保

育園など公共工事等の受注に注力いたしました。 
また、顧客ニーズに対応するべく開発した高品質・低価格住宅フレックに加えサ

ービス付き高齢者向け住宅クラスケアの受注に注力いたしました。 
   利益面においては、IE を主とした KAIZEN 活動の全社展開による原価の削減に

引き続き取り組み、販売費及び一般管理費削減に一層努めた結果、受注高・売上と

もに前期に比べ増加、営業利益・経常利益・当期純利益についても前期に比べ増益

となり、厳しい環境ではありますが、業況は順調に推移しております。 
当連結会計年度の業績は受注高（開発事業等を含む）221 億 81 百万円（前年対比

112.7％）、売上高 193 億 56 百万円（前年対比 103.7％）、営業利益 10 億 4 百万円

（前年対比 103.8％）、経常利益 10 億 77 百万円（前年対比 104.7％）、当期純利益 3
億 80 百万円（前年対比 158.6％）となりました。 

 
事業部の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
（建設事業） 

建設事業につきましては、受注高 158 億 32 百万円（前年対比 112.7％）、売上高

137 億円（前年対比 99.1％）、営業利益 4 億 23 百万円となりました。 
（エンジニアリング事業） 

エンジニアリング事業につきましては、ダム関連工事、合成床版、大型精密製缶

工事等により、受注高 13 億 39 百万円（前年対比 87.3％）、売上高 13 億 70 百万円

（前年対比 92.7％）、営業利益 93 百万円となりました。 
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（開発事業等） 
開発事業等につきましては、首都圏でのマンション分譲事業が予定通り推移、売

上高 50 億 39 百万円（前年対比 122.8％）、営業利益 5 億 8 百万円となりました。 
 
②次期の見通し   

  （単位：百万円） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 

当期純利益 
第 2 四半期（累計）

通 期 
7,900

17,000
300
660

235 
685 

120 
300 

6 円 04 銭

15 円 09 銭

   
今後の我が国経済見通しにつきましては、政府主導の金融政策等を背景とした円

高是正・株式市場の回復傾向は維持され景気の持ち直し気運は続くものと推測され

ますが、来年 4 月実施の消費増税・円安進行に伴う原材料価格等の影響も勘案する

と、設備投資への慎重な姿勢、公共工事の動向、個人消費の回復動向も懸念される

状況であります。 
当社グループといたしましては、建築事業・土木事業・エンジニアリング事業・

首都圏にての開発事業のバランスの取れた経営基盤を活かし、売上、収益確保を目

指します。 
特に当グループの主要事業であります建設事業は、現在展開中の医療介護・エネ

ルギー事業等を中心に提案強化を図り、同業他社に比べ優位にあります健在な財務

体質を活用し、市場ニーズを的確に捉えた事業展開に取り組んでまいります。 
 

次期の当社グループ見通しは、売上高 170 億円、営業利益 6 億 6 千万円、経常利

益 6 億 8 千 5 百万円、当期純利益 3 億円を見込んでおります。 
 
（２）財政状態に関する分析 
 
①資産、負債及び純資産の状況 
（資産の部） 

流動資産は開発事業等支出金・現預金などの増加の一方、販売用不動産・受取手

形などの減少により流動資産は 5 億 24 百万円減少して 108 億 90 百万円、固定資産

は建物等の減価償却による減少はあったものの、投資有価証券などの増加により 2
億 60 百万円増加して 52 億 57 百万円になりました。資産合計では 2 億 64 百万円減

少して 161 億 48 百万円となりました。 
 

（負債の部） 
流動負債は未成工事受入金等が増加しましたが、短期借入金や工事未払金などの

減少により 12 億 53 百万円減少して 50 億 80 百万円となりました。固定負債は退職
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給付引当金や従業員持株会専用信託導入に伴う借入金の増加等により 8 億 76 百万

円増加し、負債合計は 66 億 54 百万円となりました。 
 

（純資産の部） 
純資産の残高は 94 億 93 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 1 億 12 百万円

増加しました。主な要因は従業員持株会専用信託による自己株式勘定のマイナスは

ありましたが、当期純利益確保による繰越利益剰余金などの増加によるものです。 
自己資本比率は 1.6 ポイントアップして 58.8％であります。 

 
 
 
②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 12 億

51 百万円増加し、当連結会計年度末には 34 億 44 百万円になりました。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動により獲得した資金は 24 億 69 百万円となりました。主な要因は、その

他たな卸資産の増加 17 億 8 百万円、仕入債務の減少 12 億 11 百万円などによるキ

ャッシュフローの減少の一方、販売用不動産の減少 35 億 14 百万円、未成工事受入

金の増加 6 億 4 百万円などによるキャッシュフローの増加によるものです。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動により使用した資金は 1 億 18 百万円となりました。主な要因は有形固

定資産の取得による支出 63 百万円、定期預金の預入による支出 50 百万円等による

ものです。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動により使用した資金は 11 億円となりました。主な要因は短期借入金の返

済による支出 10 億円、配当金の支払い 1 億 2 百万円等によるものです。 
 

 平成 22 年 9 月期 平成 23 年 9 月期 平成 24 年 9 月期 平成 25 年 9 月期 
自己資本比率（％） 

54,8 56.2 57.2 58.8 

時価ベースの自己資本

比率（％） 
 25,6 26,6 30.6 35.8 

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年） 
 2.13 1.89 1.02 0.15 

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ（倍） 
 68.1 55.5 51.4 106.3 
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自己資本比率：自己資本÷総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額÷総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債÷キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー÷利払い 

 
（注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
   ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行株式数（自己株式控除後）により算

出しております。 
   ３．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。なお営業

キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動よるキャッシ

ュ・フローを使用しております。 
４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている

全ての負債を対象としております。また、利払いについては連結キャッシュ・

フロー計算書の利息の支払額を使用しております。  
 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対しては長期的に安定した配当を継続的に実施することを

配当施策の基本としており、業績ならびに将来の事業展開を総合的に勘案し、配当

を実施しております。剰余金の配当は中間配当と期末配当の年 2 回の配当を行うこ

とを基本方針としております。 
当連結会計年度の期末配当金につきましては、前期同額の 1 株 2.5 円を予定して

おります。なお、次期の配当金は同額の 1 株当たり年 5 円を予定しております。 
 

（４）事業等のリスク 
当グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項に

は、以下のようなものがあります。 
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断し

たものであります。 
 

① 事業環境の変化 
想定を上回る建設需要の減少や主要資材の価格等の急激な上昇、不動産市場にお

ける需給状況や価格の大幅な変動等、建設事業・開発事業等に係る著しい環境変化

が生じた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

② 保有資産の価格変動 
当社グループが保有している有価証券、販売用不動産及び固定資産その他の資産

について、時価の変動などが生じた場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
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③ 取引先の信用リスク 
当社グループは、取引先（発注者、協力会社、JV 共同施工会社他）に関し、可能

な限りリスク管理をしているものの、これらについて信用不安などが顕著化した場

合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

④ 法的規制等 
当社グループの属する建設業界は、建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、

国土利用計画法、都市計画法、独占禁止法、さらには環境関連の法令等、さまざま

な法的規制を受けており、当社グループにおいて違法な行為があった場合には、業

績や企業評価に影響を及ぼす可能性があります。 
特に、環境分野、労働関連分野においては、新たな法規制の制定や法令の改廃等

が増加してきており、それらへの的確な対応に不備が生じ、法令違反等が発生した

場合には、業績や企業評価に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑤ 安全管理 
工事は市街地、山間地などの多様な周辺環境の中で行われ、現場内では多数の

作業員が多種な作業を同時に行うほか高所等での危険作業も多いため、工事部外

者に対する加害事故や作業員の労働災害等が発生し易い危険性を有しております。 
このため、大規模な事故や災害が発生した場合は、一時的に復旧費用、補償金等

の負担が生じ、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 
 

⑥ 災害・事故 
   災害・事故等による影響を最小限にとどめる為の万全な対策をとっておりますが、

それらによる影響を完全に防止・軽減できる保証はありません。大規模な地震、 
  その他事業に支障をきたす災害・事故・感染症等の影響が生じた場合は、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑦ 訴訟について 
平成 23 年 4 月 17 日当社配管工事施工箇所の付近における配管の破断により、

県営春近発電所にて施設冠水事故が発生しました。この事故に関して、平成 24 年 8
月以降、建設工事紛争審査会が開催されましたが、審査は打切りとなっております。 

 
⑧ 厚生年金基金の影響について 

当社が加入する長野県建設業厚生年金基金(以下、「基金」という)は、総合設立型

基金として昭和 62 年 11 月に設立され、当社は基金設立時より加入しています。当

期、基金において、顕在化した消失見込相当額のうち当社の負担相当額について特

別損失を計上しております。加えて、基金に関し、現状において当社が認識するリ

スクとしては、以下のものが挙げられます。 
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イ 基金の財政状態悪化による業績の変動リスク 
  基金は代行部分の予定利率を 5.5%で想定されて年金給付が決められている

ため、基金の運用利回りが低下した場合に、最終的な補填を加入企業が行うこ

ととされています。既に予定利率を大幅に下回っているため掛け金の引き上げ

を数度に及び実施しており、又、年金基金運営上の損失の発生など当社の直接

的な業績とは関係ないところで、業績変動リスクを抱えているということにな

ります。 
ロ 脱退企業の増加による負担の増大リスク 
  基金から脱退した事業所がでた場合、過去に加入していた年金受給者を含め

て扶助していく枠組みとなっており、今後当社の負担が増加することが予想さ

れます。 
 

２．企業集団の状況 
最近の有価証券報告書（平成 24 年 12 月 25 日提出）における「事業の内容」及

び「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 
 
３．経営方針 
（１）会社の経営の基本方針 

当グループは、「お客様を大切にし、お客様に信頼され、お客様とともに栄える」 
の基本理念の下に、「需要創造型企業として、存在価値のある企業集団を目指し、社

会・人・自然との共生を図り、地域及び社会に貢献する」を事業コンセプトに、永

遠に存続発展する企業集団を創ることを基本方針としております。 
 
（２）中長期的な会社の経営戦略 

当グループをとりまく環境は、世界経済の急激な不況に直面しており、デフレ経

済の進行・建設投資の縮小などにより、今後しばらく業績の確保には不透明感があ

ります。 
このような状況のなかで、CS・技術力・営業力・財務体質が弱い企業は衰退の一

途であり、今後加速度的に企業間格差が拡大し、企業の淘汰が進むものと考えます。 
当グループでは、顧客目線に立った省力化・新工法・資機材の開発と時代のニー

ズの高いサービス付き高齢者向け住宅・高品質・低価格住宅の開発で差別化を図り、

加えて KAIZEN 活動等による原価の圧縮及び販売管理費のより一層の経費削減に

より、収益性の改善に努め、当社独自の工事評点制度の活用や協力業者を含め全体

として技能者の能力を向上させる「オンリーワンプロジェクト」の推進による CS
向上策の徹底により、現在の厳しい環境に耐えられる強靭な経営体質を維持してい

くことが重要と考えております。 
 
（３）会社の対処すべき課題  

我が国の建設市場は縮小傾向にある一方、業界内の淘汰には今暫くの時間を要す
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ることから、より一層の価格競争が展開され、当社を取り巻く環境は更に厳しくな

っております。 
当社グループは、一層激しくなる受注競争に勝ち抜くため、技術力・人間力に裏

打ちされた技術提案・商品企画提案力の強化、資機材価格などの原価上昇を十分に

見据えたコスト競争力の一段の強化を図り、高効率・高収益の経営と財務体質の強

化を推し進め、内部留保の充実と安定的な配当により企業価値の向上に努力して参

ります。 
さらに内部統制システムの継続的な整備・運用を通じ、グループ全体での内部統

制システムを充実させ、ガバナンスの強化を行うと同時に公正な人事処遇・職場環

境の整備等により社員満足度の向上を図ります。 
さらに、環境保全活動の推進等により、社会より高い信頼を寄せていただける企

業となるべく、引き続き全社を挙げてコンプライアンス及びリスク管理の徹底に努

めてまいります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

会計上の見積りの変更と区別する事が困難な会計方針の変更 

当社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成 24 年 10 月 1 日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報） 

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）） 

当社は、平成 25 年 4 月 12 日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセン

ティブの付与を目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」（以下、「本プラン」といいます。）の導入を決議

いたしました。 

本プランは、「株式会社ヤマウラ従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入するすべての従業員を対象とするインセ

ンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「株式会社ヤマウラ従業員持株会専用信託」（以下、「従持信託」といいま

す。）を設定し、従持信託は、今後 7 年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従

持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が

累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持

信託が当社株式を取得するための借入に対し保証することになるため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額

が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が

当該残債を弁済することになります。 

当社株式の取得及び処分については、当社が従持信託の債務を保証しており、当社と従持信託は一体であるとする会計処理

をしております。従って、従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債ならびに損益については連結財務諸表に含めて計

上しております。 

なお、当連結会計期間の末日現在の自己株式数は次のとおりであります。 

 

 

 当連結会計期間末 

自己株式数 1,762,485 株 

うち当社所有自己株式数 675,985 株 

うち従持信託所有自己株式数 1,086,500 株 
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（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

当社は、本社に事業別の本部を置き、各本部は、取扱う事業について国内の包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。 

したがって、当社グループは、本部を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「建設事業」、「エンジニ

アリング事業」及び「開発事業等」の３つを報告セグメントとしております。 

「建設事業」は、建築工事・土木工事及びそれに付帯する開発事業、「エンジニアリング事業」は、橋梁・電気通

信・水圧鉄管工事等の設計及び施工、「開発事業等」は、自社開発等の不動産の売買、賃貸、斡旋等不動産に関

する事業を営んでおります。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自 平成23年10月1日 至 平成24年９月３０日) 

（単位：千円） 

報告セグメント 

 
建設事業 

エンジニアリ
ング事業 

開発事業等 計 

調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額(注)２

売上高 

外部顧客に対する売上高 

 

13,088,508

 

1,478,178

 

4,095,090

 

18,661,777

 

       ―

 

18,661,777

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 731,934 ― 9,692 741,627 △741,627 ―

計 13,820,442 1,478,178 4,104,783 19,403,404 △741,627 18,661,777

セグメント利益 654,224 84,593 324,552 1,063,370 △95,904 967,466

セグメント資産 4,255,828 1,174,090 7,609,804 13,039,723 3,372,557 16,412,281

その他の項目 

  減価償却費 

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加額 

75,290

26,702

59,898

33,071

18,606

1,925

 

153,795

61,699

102,454

12,070

256,249

73,699

(注) １．セグメント利益の調整額△95,904千円には、セグメント間取引消去7,563千円、各報告セグメントに配分していない

全社費用△103,468千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント資産の調整額3,372,557千円には、全社資産7,574,832千円及びセグメント間取引消去等△4,202,275千

円が含まれております。全社資産は、主に当社の現金預金、投資有価証券等であります。なお、全社資産に含ま

れる有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費等は、各報告セグメントに配分しております。 
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当連結会計年度（自 平成24年10月1日 至 平成25年9月30日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 

 
建設事業 

エンジニアリ
ング事業 

開発事業等 計 

調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額(注)２

売上高 

外部顧客に対する売上高 

 

12,976,554

 

1,370,205

 

5,009,697

 

19,356,458

 

       ―

 

19,356,458

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 724,010 ― 29,829 753,839 △753,839 ―

計 13,700,564 1,370,205 5,039,527 20,110,297 △753,839 19,356,458

セグメント利益 423,438 93,765 508,730 1,025,933 △21,784 1,004,149

セグメント資産 5,756,692 1,390,958 5,120,239 12,267,890 3,880,525 16,148,415

その他の項目 

  減価償却費 

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加額 

70,749

22,153

61,099

14,344

32,647

18,000

 

164,496

54,497

86,001

30,627

250,497

85,125

(注) １．セグメント利益の調整額△21,784千円には、セグメント間取引消去13,751千円、各報告セグメントに配分していない

全社費用△35,535千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント資産の調整額3,880,525千円には、全社資産6,848,183千円及びセグメント間取引消去等△2,967,658千

円が含まれております。全社資産は、主に当社の現金預金、投資有価証券等であります。なお、全社資産に含ま

れる有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費等は、各報告セグメントに配分しております。 
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（1 株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

（自 平成 23 年 10 月 1 日 

  至 平成 24 年 9 月 30 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 24 年 10 月 1 日 

  至 平成 25 年 9 月 30 日） 

純資産額 1 株当たり 459.21 円

1 株当たり当期純利益 11.75 円

潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益 ― 
 

1 株当たり純資産額 490.85 円

1 株当たり当期純利益 19.15 円

潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益 ― 
 

（注）  1 潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については、潜在株式がありませんので記載しておりません。 

     2 信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）によって設定される従持信託が所有する当社株式について

は、連結財務諸表において自己株式として認識しているため、当連結会計年度の「普通株式の期中平均株式数」は、

当該株式数を控除して算定しております。 

     3 算定上の基礎 

（1）  1 株当たり純資産額 

 
前連結会計年度末 

（平成 24 年 9 月 30 日） 

当連結会計年度末 

（平成 25 年 9 月 30 日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 （千円） 9,380,823 9,493,581 

普通株式に係る純資産額 （千円） 9,380,823 9,493,581 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と 1 株当たり純資産

額の算定に用いられた普通株式に係る連結会計年度末の純

資産額との差額 （千円） 

― ― 

普通株式の発行済株式数 （株） 21,103,514 21,103,514 

普通株式の自己株式数 （株） 675,285 1,762,485 

1 株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数 （株） 20,428,229 19,341,029 

 

（2）  1 株当たり当期純利益 

 前連結会計年度 

（自 平成 23 年 10 月 1 日 

  至 平成 24 年 9 月 30 日）

当連結会計年度 

（自 平成 24 年 10 月 1 日 

  至 平成 25 年 9 月 30 日）

連結損益計算書上の当期純利益 （千円） 240,042 380,777 

普通株式に帰属しない金額 （千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益 （千円） 240,042 380,777 

普通株式の期中平均株式数 （株） 20,429,078 19,883,971 
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（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
 
（開示の省略） 

リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバディブ取引、退職給付、スト

ック・オプション等、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の

必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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（４）継続企業の前提に関する注記 
    該当事項はありません。 
 
６.その他 
 （1）役員の異動 
    ①代表取締役の異動（追加選任） 
     ・異動の理由 
       経営管理体制の一層の強化のため、代表取締役を追加選任するものであり

ます。 
     ・新代表取締役の氏名及び役職名 
       山浦 恭民  代表取締役会長 
     ・就任予定日 
       平成 25 年 12 月 20 日 
 
 （2）その他 
    該当事項はありません。 
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①受注工事高

金額（百万円） 構成比(%) 金額（百万円） 構成比(%) 金額（百万円）

建　築 13,072 78.8 14,580 75.0 1,508

土　木 1,704 10.3 1,975 10.2 271

1,535 9.3 1,339 6.9 △ 196

16,312 98.4 17,896 92.1 1,584

267 1.6 1,542 7.9 1,275

16,579 100.0 19,438 100.0 2,859

②完成工事高

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円）

建　築 12,565 80.7 11,969 72.1 △ 596

土　木 1,254 8.1 1,731 10.4 477

1,478 9.5 1,370 8.2 △ 108

15,298 98.3 15,070 90.7 △ 228

267 1.7 1,542 9.3 1,275

15,565 100.0 16,612 100.0 1,047

③繰越工事高

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円）

建　築 5,187 73.5 7,798 78.9 2,611

土　木 957 13.6 1,201 12.2 244

913 12.9 883 8.9 △ 30

7,057 100.0 9,883 100.0 2,826

― ― ― ― ―

7,057 100.0 9,883 100.0 2,826

エンジニアリング

小　計

建
設

（注）1.百万円未満は、切捨てて表示しております。
　　　2.上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（注）1.百万円未満は、切捨てて表示しております。
　　　2.上記金額には、消費税等は含まれておりません。

開発事業等

計

エンジニアリング

小　計

受注工事高・完成工事高・繰越工事高

前事業年度 当事業年度

計

 至　平成24年9月30日)

計

開発事業等

建
設

エンジニアリング

小　計

 至　平成24年9月30日)

（注）1.百万円未満は、切捨てて表示しております。
　　　2.上記金額には、消費税等は含まれておりません。

対前期比較増減

開発事業等

当事業年度

前事業年度 当事業年度
(自　平成23年10月1日 (自　平成24年10月1日

前事業年度
(自　平成23年10月1日

建
設

(3)生産、受注及び販売の状況

 至　平成25年9月30日)
対前期比較増減

(自　平成23年10月1日 (自　平成24年10月1日 対前期比較増減

(自　平成24年10月1日

 至　平成24年9月30日)  至　平成25年9月30日)

 至　平成25年9月30日)

　期　　別

事業種類

期 別期 別

事業種類

期 別

事業種類

期 別

事業種類

　期　　別

事業種類

　期　　別

事業種類
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